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（中村謹吾、羽石寛寿、村杉健）1. 労務管理 1978 年 4 月 青巧社
2. 行動科学 1979 年 4 月 青巧社 共著 
（大橋岩雄、羽石寛寿、村杉健）
3. 現代工業経営学 1982 年 9 月 有信堂 共著 
（森俊治、片岡信之、大橋岩雄、 
羽石寛寿　他 8 名）
4. 現代経営情報学概論 1988 年 8 月 オーム社 共著 
（浅居喜代治、木村幸信、羽石寛寿、
本多正久  他 5 名）
5. 経営組織診断の理論と技法 1995 年 3 月 同友館 編著 
（羽石寛寿、地代憲弘、外島裕、 
松田浩平、渡辺文夫）
6. バーナード理論と労働の人間化 1997 年 4 月 税務経理協会 共著 
（鈴木幸毅、森俊治、池内守厚、 
羽石寛寿、地代憲弘　他 6 名）
7. 経営学ガイダンス 2004 年 9 月 （株）中央経済社　 共著 
（摂南大学経営情報学部編 
島田達巳、羽石寛寿　他 7 名）
8. 経営学 2005 年 6 月 （株）創成社　　     　 共著 
（島田達巳、立川丈夫、野々山隆幸
編著、羽石寛寿　他 14 名）






1971 年 3 月 近畿大学理工学部
研究報告　第 6 号
単著
2. 帰属意識と生産意識 - 労働者の
帰属意識に関する実証的研究 -
（第 2 報）
1972 年 3 月 近畿大学理工学部
研究報告　第 8 号
単著




復のための研究 （第 3 報）






究 - 大学生と訓練生の比較研究 -












6. 経営における人間疎外の実態調査 1977 年 3 月 大阪工業大学紀要　Vol.21 No.2 共著 
（大橋岩雄、住吉和司、村杉健 
羽石寛寿 他 3 名）
7. 安定成長下の帰属意識 - 管理・
監督者と一般従業員との比較 -
1978 年 11 月「労務研究」第 31 巻第 11 号
日本労務研究会
単著
8. モラール・サーベイの NRK 方
式と Desire- Provision 方式の比
較研究




NRK 方式と SD 法の比較研究






1980 年 6 月 大阪工業大学紀要　Vol.25 No.1 単著
11. 動機づけ衛生理論の対人関係
因子 - ハーズバーグの M-H 理
論の実証的研究（第 5 報）-





1982 年 8 月 「産業能率」第 305 号
大阪能率協会
単著
13. Analysis of The Driving 
Operation of Drivers





14. Multivariate approach による動
機づけ衛生理論 - ハーズバーグの
M-H 理論の実証的研究 （第 6 報）-





15. R&D Management in 
Japanese Firms: A Study 
Based on the Sample Survey 
Results
1986 年 8 月 HUMAN FACTORS IN 





16. The organizational Factors 
Affecting the Interface among 
R&D, Manufacturing and 
Marketing（査読有）
1987 年 8 月 PROCEEDINGS ICPR 9th 
INTERNATIONAL CONFERENCE ON 





17. SOME ESSENTIAL 
TRANSFORMATIONS 
OF JAPANESE TQC AND 
STRATEGIC QC SYSTEM










1989 年 10 月「工業経営研究」Vol.3 
工業経営研究学会誌
単著


























1905 年 6 月 「現代日本経済」Vol.58
中華全国日本経済学会誌（China）
単著
23. A Managerial Approach to 
the  Evaluation of Automation 
Level（査読有）













合性に関する 研究 No.1- 組織
診断における組織分析と評価
手法 -







1992 年 9 月 「工業経営研究」Vol.6
工業経営研究学会誌
単著
28. On the Creation of an 
Employee-oriented 
Educational System（査読有）






























33. 高度 OA 化を支える最近の情報
技術についての一考察（査読有）




34. On a methodology to Form 
the Employee-oriented 
Education System
1996 年 8 月 HUMAN FACTORS IN 
ORGANIZATIONAL DESIGN 
AND MANAGEMENT Proceedings 































行方 -5K 課題に 5G 対策 -













41. A Study on Organization for 
Products Development（査読有）
1997 年 9 月 World Confederation of 
Productivity Science World 














44. A Study on the set-
up for Skill Transfer in 
AssemblyProduction Line. 
（査読有）





45. 高齢化社会と工場経営 - 高齢化
社会における人事労務の対応
を中心として -
1999 年 9 月 「中日連合新工業経営高級学術会
議論文集」Vol.2　
単著
46. Modeling of the Skill Transfer 
Process for Production Work.
（査読有）

















ムの産学共同研究第 1 報 -






研究 - 第 2 報（査読有）





の産学共同研究 - 第 3 報
2005 年 9 月 「工業経営研究」Vol.19
工業経営研究学会誌
単著
52. A research on the personnel 
evaluation system related 
with the ability merit rating
（能力成果主義における人事評
価システムの研究）（査読有）
2005 年 8 月 18th INTERNATIONAL 





















産学協同研究第 4 報 -（査読有）






の事例として第 1 報 -（査読有）






育の研究 第 2 報（査読有）






の事例として - 第 2 報（査読有）








て - 第 3 報（査読有）




















人基礎力との関係性第 4 報 
（査読有）



















3. NRK 方式と Desire Provision
方式の比較研究 - モラール・サー
ベイの方法研究 -







1980 年 6 月 大阪府立産業能率研究所 単独
5. 人事時代と人事部門の役割 1980 年 6 月 大阪労働協会 単独
6. トヨタ生産システムに関する労
務管理からの検討





1983 年 2 月 日本人間工学会誌　第 19 巻特別号 共同 
（羽石寛寿、上野精順、西川雅博）
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1992 年 10 月 工業経営研究学会　第 7 回全国大
会予稿集（愛知大学） 
単独
12. 社員尊重の教育システムの創出 1992 年 10 月 オフィス・オートメーション学会
関西支部研究会
単独













1993 年 9 月 大阪府中小企業団体 中央会 単独
16. 後継者問題 - 譲る側と引き継ぐ
側の本当のバトンタッチとは -










1994 年 6 月 日本労務学会　第 24 回全国大会 単独
19. 人口集中化傾向のある大都市
周辺地域の学校改善問題



















23. 変革する日本的人事管理 1995 年 12 月 中日経営情報シンポジーム予稿集
西安電子科技大学
単独












労務施策 - 第 1 報


















28. 高齢化社会と工業経営 - 高齢化
社会における人事労務の対応
を中心として -
1998 年 9 月 第 2 回日中連合新工業経営高級学
術会議（関西大学）
単独
29. 超高齢化社会への対応 - 企業の
立場から -













32. 人事労務診断の事例研究 - 労働
の人間化と人事労務施策 - 第 2
報





2000 年 8 月 第 3 回日中連合新工業経営高級学
術会議（中国黄山市）
単独
34.  A Study on Welfare Systems 
in Japanese Enterprises.












ムの産学共同研究第 1 報 -





ステムの産学共同研究第 2 報 -





差医学共同研究第 3 報 -





2005 年 7 月 第 7 回産学連携人材育成研究会
（関西大学）
単独





2005 年 12 月 人材育成学会第 3 回年次大会 共同 
（吉田康典、若山貴義、羽石寛寿）
















の産学協同研究第 5 報 -






究第 2 報 -
















るキャリアの研究第 4 報 -


























究第 5 報 -








2014 年 9 月 工業経営研究学会　第 29 回全国
大会予稿集（北海学園大学）
単独




1. 現代学生気質 - 性格・適性診断
調査報告書 -（調査報告書）










































実態 - 女性労働者問題 -（調査報告）



































2004 年 4 月 日本経済新聞 単独
12. テレビ放映「成果主義 - 導入企
業に密着その現実は -」












2010 年 3 月 交野市 共著 
（羽石寛寿、里崎宏樹）
15. 実運送業の改革（新聞掲載） 2011 年 7 月 物流 Weekly（全国版） 単独
16. 学会の 3 年間を振り返って
（キーノート報告）
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履 歴
フ　リ　ガ　ナ ハネイシ  カンジュ
性別 男 生年月日 （年齢） 1946 年 1 月 21 日（満 70 歳）氏 名 羽石　寛寿
学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歴
年　月 事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項
 1964 年 4 月 大阪工業大学工学部工業経営学科入学
 1968 年 3 月 大阪工業大学工学部工業経営学科卒業（工学士）
 1968 年 4 月 大阪工業大学大学院工学研究科修士課程工業経営学専攻入学
 1970 年 3 月 大阪工業大学大学院工学研究科修士課程工業経営学専攻修了（工学修士）
職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歴
年　月 事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項
 1970 年 4 月 近畿大学理工学部経営工学科助手（経営工学実験、経営工学演習）担当
 1975 年 4 月 摂南大学工学部経営工学科講師（行動科学、人間工学、産業心理学、経営工学総論）担当
 1984 年 4 月 摂南大学経営情報学部経営情報学科助教授（経営労務論、外国経営書講読、経営情報学演習）担当
 1988 年 6 月 学校法人大阪工大摂南大学評議員（1991 年 6 月まで）
 1991 年 7 月 摂南大学経営情報学部経営情報学科教授（経営労務論、ベンチャービジネス論）担当現在に至る
 1995 年 4 月 摂南大学大学院経営情報学研究科経営情報学専攻（博士前期課程）教授（労務管理特論）担当 
（2015 年 3 月まで）
 1997 年 4 月 摂南大学経営情報学部経営情報学科学科長（2000 年 3 月まで）
 1998 年 4 月 摂南大学入試委員会副委員長（2000 年 3 月まで）
 2000 年 4 月 摂南大学学生部部長（2001 年 3 月まで）
 2000 年 6 月 学校法人大阪工大摂南大学評議員（2003 年 6 月まで）
 2000 年 7 月 学園ホームページ委員会副委員長（2004 年 3 月まで）
 2001 年 4 月 摂南大学学務部部長（2003 年 3 月まで）
 2001 年 4 月 摂南大学自己点検評価委員会委員長（2003 年 3 月まで）
 2002 年 5 月 学園教育広域運営委員会委員（2004 年 3 月まで）
 2003 年 4 月 摂南大学教務部部長（2004 年 3 月まで）
 2003 年 4 月 摂南大学自己点検評価委員会委員長（2005 年 3 月まで）
 2008 年 4 月 摂南大学大学地域連携センターセンター長（2010 年 3 月まで）
 2008 年 4 月 摂南大学大学院経営情報学研究科経営情報学専攻（博士後期課程）教授（人事管理特殊研究） 
（2015 年 3 月まで）
2009 年 11 月 摂南大学経営情報学部学部長（2010 年 4 月経営学部に名称変更）（2015 年 3 月まで）
2009 年 11 月 摂南大学大学院経営情報学研究科長（2015 年 3 月まで）
 2010 年 4 月 摂南大学経営学部経営学科特任教授現在に至る
兼任（非常勤）講師
 1975 年 4 月 近畿大学理工学部非常勤講師（経営工学演習、卒業研究）担当（1980 年 3 月まで）
1982 年 10 月 神戸商科大学商経学部非常勤講師（産業心理学）担当（1983 年 3 月まで）
 1986 年 4 月 阪南大学商学部非常勤講師（産業心理学）担当（1990 年 3 月まで）
1989 年 10 月 甲子園大学経営情報学部非常勤講師（労務管理論）担当（2000 年 3 月まで）
1994 年 10 月 中国吉林大学日本研究所客員教授（1998 年 9 月まで）
 1996 年 8 月 中国西安電子科技大学客員教授（2001 年 9 月まで）
 1999 年 4 月 広島国際大学医療福祉学部兼担（労務管理論）（2001 年 3 月まで）
羽石寛寿（2016.1.22）
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 1968 年 6 月 日本工業経営学会（1974 年 5 月「日本経営工学会」に名称変更）会員現在に至る
1971 年 10 月 日本労務学会会員現在に至る
1973 年 10 月 日本経営学会会員現在に至る
1978 年 10 月 日本人間工学会会員（2005 年 3 月まで）
 1985 年 6 月 日本経営工学会評議員（1993 年 5 月まで）
 1986 年 4 月 日本人間工学会評議員（1993 年 5 月まで）
 1987 年 4 月 工業経営研究学会会員現在に至る
1993 年 11 月 オフィス・オートメーション学会（2007 年 4 月「日本情報経営学会」に名称変更）会員現在に至る
1993 年 11 月 工業経営研究学会理事（1996 年 10 月まで）
 1996 年 5 月 国際経営工学会（ICPR）大会委員会委員（1999 年 3 月まで）
1999 年 11 月 工業経営研究学会監事（2002 年 10 月まで）
1999 年 11 月 工業経営研究学会西日本部会部会長（2002 年 10 月まで）
 2000 年 5 月 日本経営工学会評議員現在に至る
2002 年 10 月 工業経営研究学会副会長（2008 年 10 月まで）
2008 年 11 月 工業経営研究学会学会監事（2011 年 9 月まで）
2011 年 10 月 工業経営研究学会会長（2014 年 9 月まで）
2014 年 10 月 工業経営研究学会顧問現在に至る
（社会活動）
 1969 年 4 月 （財）大阪科学技術センター評価システム研究会委員（1972 年 3 月まで）
 1985 年 4 月 交野市青少年指導委員（1987 年 3 月まで）
 1988 年 6 月 交野市教育委員会教育委員現在に至る
 1988 年 6 月 兵庫県労働部人材活用研究委員（1989 年 3 月まで）
 1990 年 4 月 中小企業事業団中小企業研究所研究委員（1991 年 3 月まで）
1991 年 11 月 大阪府立産業開発研究所労働確保推進アドバイザー（1994 年 3 月まで）
 1992 年 6 月 （財）高年齢者雇用開発協会研究委員（1993 年 5 月まで）
 1993 年 4 月 （財）大阪高等技術研修所特別研修部講師（2000 年 3 月まで）
 1993 年 5 月 大阪府中小企業団体中央会高年齢者雇用推進委員会会長（1995 年 3 月まで）
1994 年 10 月 中小企業事業団中小企業大学校教材開発事業専門調査員（1998 年 9 月まで）
 2000 年 5 月 交野市社会環境・教育環境保全審議会委員現在に至る
 2004 年 4 月 財団法人交野市文化財事業団理事（2014 年 12 月まで）
2007 年 10 月 交野市教育委員会教育委員長（2015 年 11 月まで）
 2009 年 7 月 交野市総合計画審議会委員副会長（2011 年 7 月まで）
 2012 年 7 月 大阪府教育委員会学校協議会委員現在に至る
 2014 年 4 月 大阪府都市教育委員会連絡協議会副会長（2015 年 3 月まで）
2015 年 11 月 交野市教育委員会教育長職務代理者現在に至る
年　月 賞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　罰
1998 年 10 月 大阪府教育功労賞受賞
2005 年 10 月 文部科学大臣表彰（地方教育行政功労賞）
2005 年 10 月 社団法人日本経営協会経営科学研究奨励賞受賞
 2010 年 5 月 社団法人日本経営工学会学会貢献賞受賞
 2013 年 5 月 大阪府知事表彰（市町村関係功労賞）受賞
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